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This study develops mathematical models to analyze facility location for incorporating the health
benefits of walking. Specifically, residents in a rectangular city are assumed to move based on
rectilinear distance and we optimized facility location to close residents’ walking distance to the
desirable walking distance. Furthermore, we proposed a mathematical model that extends the
methods in previous studies. Through this research, several insights were gained regarding the
placement of two similar facilities under the rectilinear distances. This is expected to serve as
a step toward bridging the gap that exists between theoretical considerations and real urban
enviroments.
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1. はじめに
従来の都市施設配置計画において，都市における移動距

離は専ら削減すべきものであるとして取り扱われてきた．基
礎的な施設配置問題を挙げてみても，ミニサム型施設配置
モデルは人々の移動距離の総和の最小化を，ミニマックス
型施設配置問題は人々の移動距離の最大値の最小化を目的
としたものである 1)．期待効用最大化施設配置モデルによ
る施設配置問題 2,3) では距離の減少を陽に目指しているわ
けではないが，施設利用者の効用関数を距離の減少関数と
してとらえている点では距離を悪と捉えている．この他の
施設配置研究を振り返ってみても，距離の最小化を何より
の目的として据えた例は枚挙に暇がない．「移動距離は削減
すべきである」という否定的価値観は，今日に至るまで施
設配置研究の根底に確かに存在している．
しかし近年，移動距離，特に徒歩移動距離に対して肯定

的な評価がなされている．その第一の理由は，環境問題や
少子高齢化といった国内外における社会問題の存在である．
都市計画分野においても，これらの問題への対応策が提案
されており，クルマ中心社会からの脱却による環境負荷へ
の低減や都市内における道路空間の割合の見直し 4)，およ
び，少子高齢化の進んでいる地域におけるモビリティ維持
のためのコンパクトな都市設計 5,6, 7) はその最たる例であ
り，いずれのアイデアにおいても，交通手段としての徒歩
移動が重視されている．また，歩行が死亡率を低下させるこ
とを示唆した疫学研究 8) の存在も，徒歩距離に対する肯定
的評価の要因のひとつである．以上のような背景から，都
市内の住民が日常生活において一定の徒歩距離を確保する
ための施設配置研究に意義が見出だされている．
徒歩距離確保を目標とした施設配置モデルの先駆けとなっ

た先行研究として，栗田 10) がある．そこでは，1次元線分
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都市上において，死亡率の低下を目指した望ましい歩行距
離を達成するための施設配置モデル，および線分都市上に
わたる死亡率の平均・分散を抑制する施設配置モデルが定
式化され，最適施設配置についての数理的性質が分析され
ている．さらに，2次元都市領域において住民が直線距離に
基づいて移動すると仮定して同様の議論をおこなったもの
が栗田 11) である．
これらが「徒歩距離確保のための施設配置に関する数理

的分析」というコンセプトを明示的に打ちだした先駆的な
研究であることには相違ない．しかし，都市領域上におい
て人々が直線距離により移動できる箇所は稀有であるから，
上記の先行研究の内容が直ちに実際の都市空間に反映され
るとは言い難い．一方，直交距離による移動は，例えば京
都市や札幌市周辺のような碁盤型に道路が張られた都市や，
土地区画整理事業が格子状道路の基軸パターンを伴って完
遂した地区において可能である．したがって，先行研究の

表 1: 先行研究（栗田 11)）と本論文の比較

大項目 小項目 先行研究 本論文
想定した距離尺度 直線距離 直交距離

点型の
施設
(3章)

1施設 ○ ○
設定は継承．同様の帰結を得た．

2施設 ○ ○
(人口分布) (離散) (連続)

先行研究と異なる最適解を得た．
3,4施設 ○ -

線的
施設
(4章)

1施設 ○ ○
(最適化) (平均死亡率抑制型) (歩行距離達成型)

2施設 - ○
本論文独自の内容 ・b の値に距離依存性を導入 (4章)

・2施設配置の有効性の示唆 (5章)

公益社団法人日本都市計画学会 都市計画論文集 Vol.61 No.3, 2026年10 月 
Journal of the City Planning Institute of Japan, Vol.61 No.3, October, 2026

- 832 -



内容を実際の都市に実装するためには，直交距離に基づい
た移動を仮定したモデルによる議論が必要である．本研究
では，住民の移動が直交距離に基づくとして先行研究と同
様の施設配置問題を扱うとともに，配置する施設の種類や
住民の移動経路選択に関して，先行研究の内容を拡張した
数理モデルの提案をおこなうこととした．
本論文と先行研究の栗田 11) について，設定・結果の共通

点あるいは差異を表 1 にまとめた．各論文において，扱っ
た問題に○，そうでない問題に - を記しており，結果が比
較可能なものについては，その内容を付記した．

2. モデル設定の概要
2.1　住民の 1日当たりの歩行距離に関する前提
はじめに，栗田 10,11) に倣い，歩行のもつ正の効果を数

理モデルに反映する．Paulchら 8) の研究では，年あたり
の死亡率が歩数の増加につれて減衰する傾向を持つことが
示唆され，具体的数値として，60歳未満では 8000～10000

歩，60歳以上では 6000～8000歩で死亡率が十分に抑制さ
れると主張されている．日本人の平均的な歩幅を 70cmとし
てこの主張を適用すると，1日当たりの徒歩距離として 60

歳未満では 5.6km～7.0km，60歳以上では 4.2km～5.6km

と換算される．以降，先行研究 10,11) と同様，この距離を
「生命維持のために達成されるべき歩行距離」と銘打つこと
とし，a と表記する．これ以降，単数または複数の施設を配
置することにより都市住民の１日当たりの徒歩移動距離を a

に近づけることを考える．
住民の移動は「考察対象施設以外への移動」および「考

察対象施設への移動」に大別される．前者の移動距離を bと
する．bは通勤・通学・日常生活での移動などの定常的距離
である．ここで c = a− bと定義すると，cは考察対象施設
への移動によって達成すべき目標歩行距離とみなせる．例
えば，公民館を考察対象施設とするならば，公民館をうま
く配置することによって，住民の公民館への移動距離をで
きるだけ cに近づけて健康効果を達成してもらう，という
のが本研究のアイデアである．なお，bの値については，住
民の年齢や居住位置，職業などの社会的属性により，個人
の間で差異が生まれるかもしれない．本研究では bの値に
関して，全住民で一定である場合（第 3節）と，住民の居
住位置に依存する場合（第 4節）という 2つの場合をモデ
ル化して考察した．以降では，全住民の考察対象施設への 1

日当たりの徒歩移動距離を目標歩行距離 cになるべく近づ
けるための最適化問題を扱う．
2.2　都市・住民・配置施設の仮定と定式化
はじめに，本論文における最適化問題について，その一

般的な表現を記すこととする．
本研究では，分析対象となる都市領域を座標平面上にお

ける矩形領域 R = [0, L]× [0,M ] (L ≥ M) として定める．
実際に数値を代入する際は，L = 2km, M = 1.6km とす
る．これは，先行研究における数値例と同様であり，東京
近郊の私鉄沿線上における各駅のもつ勢力圏を矩形領域と

みなしたときのサイズを想定している．
このような都市の内部に住民が密度 ρ = ρ(u, v) で分布

しているものとする．本研究では断りがない限り，一様な
連続的人口分布を想定している：

ρ(u, v) =
1

LM

(
(u, v) ∈ R

)
. (1)

この平面上に施設を単数もしくは複数個設置し，施設の
座標に関する変数をまとめて x とする．施設は必ずしも R

の内部に存在せずともよい．考察対象施設への訪問方法と
して考えられるものすべてをまとめた集合を J とし，各経
路 j ∈ J について，経路 j による考察対象施設への訪問頻
度を kj [回/日]，そのときの位置 (u, v) に居住する住民の
歩行距離を rj(u, v;x) とする．このとき，位置 (u, v) に居
住する住民の 1日あたりの歩行距離の期待値 r(u, v;x) は

r(u, v;x) =
∑
j∈J

kj · rj(u, v;x) (2)

と算出できる．最適化については，目的関数 f(x) を以下
のように定義し，各住民の歩行距離と目標歩行距離 c の乖
離の 2乗和の最小化をおこなう：

f(x) =

∫∫
(u,v)∈R

(
c− r(u, v;x)

)2
ρ(u, v) dudv. (3)

なお，最適化の計算は数式処理ソフト Mathematica 14.2

の Minimize または NMinimize 命令を用いて実行した．

3. b の値が一律であるモデル
本節では，考察対象施設以外への移動距離 b が全住民に

わたって一律であると仮定したもとで施設配置を考える．考
察対象施設への移動によって達成するための c は定数であ
ると考えて差し支えない．
3.1　 1施設配置
3.1.1　最適化の概要
はじめに，位置 (x, y) に施設 F を配置する場合を考え

る．位置 (u, v) の住民が施設 F を訪れるとき，その移動距
離 δ(u, v;x, y) は

δ(u, v;x, y) = |x− u|+ |y − v| (4)

となる．さらに，全住民がこの施設を１日当たり k 回の頻
度で訪れるものとすれば，住民が考察対象施設を訪れるこ
とによる徒歩移動距離 r(u, v;x, y) は，居住点と施設の往
復を考えることにより

r(u, v;x, y) = 2kδ(u, v;x, y) (5)

と表現できる．最適化にあたっては，達成すべき距離 c と
施設訪問の距離 r(u, v;x, y) の差を

s(u, v;x, y) = c− r(u, v;x, y) (6)

と定義すれば，目的関数 f(x, y) は以下のようになる：

f(x, y) =

∫ L

u=0

∫ M

v=0

{s(u, v;x, y)}2ρ(u, v) dudv. (7)
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ここで，
Ix =

∫ L

u=0

|x− u| du,

Iy =

∫ M

v=0

|y − v| dv,

γ =
c

k

と定義すれば，式 (7) をさらに整理することができる：

f(x, y) =
c2

γ2

(
γ2 +

4(L2 +M2)

3
+ 4x2 + 4y2

−4Lx− 4My + 8
IxIy
LM

− 4γ
Ix
L

− 4γ
Iy
M

)
. (8)

特に，後半部について

g(x, y) = x2+y2−Lx−My+2
IxIy
LM

−γ
(Ix
L

+
Iy
M

)
(9)

とすれば，f(x, y) を最小化することと g(x, y) を最小化す
ることは同義である．Ix は x < 0, 0 ≤ x ≤ L,L < x の
3 通りの場合分けのもとで具体的に計算することができるか
ら（Iy も同様），g(x, y) は 9 通りの場合分けによって具
体的な関数表示ができる．したがって，各 9 通りにおいて
最適解を求めた後にそれらの結果を統合することで大域的
に最適解が求まるが，詳細な計算プロセスは紙面の都合上
省略する．
3.1.2　結果と考察
最適解 (x∗, y∗) および矩形都市領域 R の中心

C0(L/2,M/2) の解析的性質は γ の値により以下の 3 通り
に大別される．また，各場合における目的関数の等値線を
図 2に示す．赤点は最適施設配置を，黄色い点は矩形都市
領域中心 C0 を表している：
(a) γ < L/2+M のとき：矩形都市領域中心 C0 に施設を
置くことが最適であり，もちろん C0 は極小点である．

(b) L/2 +M < γ < L+M/2 のとき：(L
2
,
2γ − L+ 2M

4

)
,
(L
2
,
−2γ + L+ 2M

4

)
のいずれかへの配置が最適であり，C0 は鞍点である．

図 1: 1施設配置のイメージ

(a) γ < L
2
+M の場合 (γ = 2)

(b) L
2
+M < γ < L+ M

2
の場合 (γ = 2.7)

(c) L+ M
2

< γ の場合 (γ = 4)

図 2: 各パターンの例示

(c) L+M/2 < γ のとき：(L
2
,
2γ − L+ 2M

4

)
,
(L
2
,
−2γ + L+ 2M

4

)
のいずれか一方に施設を置く場合が最適である．この
とき，矩形都市領域中心 C0 は極大点である．

図 2 からは γ の値が大きくなるほど，最適とされる配置
が都市中心 C0 から離れた場所になることが示唆されてい
る．γ = c/k であり，この値は目標歩行距離 c が大きい場
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合や訪問頻度 k が小さい場合に大きくなる．すなわち γ の
値が大きいということは，考察対象施設が住民の歩行距離
を満たすための寄与が少ないことを意味する．したがって，
このような状況では，考察対象施設を敢えて都市の外部に配
置することで都市住民の徒歩距離を確保する配置になると読
み取れる．従来の歩行距離最小化を目的とした場合（Weber

問題），最適な施設の配置場所はWeber点となり，特に住
民が矩形都市上に均一に分布する場合，その解は都市中心
C0 に一致する．一方，徒歩距離確保を目標とした施設配置
問題について，この問題の解は γ の値次第では必ずしも都
市中心 C0 に設置することが最適になるわけではない．先
行研究 10,11) で観測された知見が直交距離に基づいたモデ
ルにおいても生じており，古典的な施設配置問題とはまた
異なる結果が得られたことが興味深い．

3.2　 2施設配置
3.2.1　最適化の概要
次に，2つの施設 F1,F2 を配置したもとで，住民がこれ

らの施設を訪問する状況を考える．住民が複数施設を訪問す
るための経路選択については，(i)個別訪問：居住点から施
設までの往復をすべての考察対象施設に対して繰り返す訪問
方法，あるいは，(ii)周回訪問：居住点を起終点として与え
られた複数施設を巡る訪問方法の 2 つが考えられる．個別
訪問の場合は 2 施設への訪問頻度がいずれも k だとして，
周回訪問の場合は，その周回をする頻度が k であるものと
して議論を進める．なお，これらは，例えばスーパーと郵
便局というような異なるサービスを提供する独立した 2施
設を同日に訪問するような状況を想定している．
はじめに，訪問方法の種別を問わず，γ が矩形都市領域

R の周長以上である場合，適切に 2 施設を配置することで
R 内の任意の住民の歩行距離を目標歩行距離 c に一致させ
ることができる．
【主張】 b の値が全住民で一律である下での 2 施設配置に
おいて，各施設への一日当たりの訪問頻度が一律で k であ
り，かつ γ ≥ 2(L+M) が成立しているとする．このとき，
例えば以下の 2 点に施設を配置することによって，矩形都
市領域内の全住民の考察対象施設への歩行距離を c に一致
させることができる．(

−γ

4
+

L+M

2
, 0
)
,
(γ
4
+

L−M

2
,M
)

【証明】 γ ≥ 2(L+M) より，各点の x 座標について，

−γ

4
+

L+M

2
≤ 0,

γ

4
+

L−M

2
≥ M

がいえる．ここで，点 (u, v) ∈ R を任意にとったとき，そ
の点に位置する住民が 2 つの施設 F1,F2 を訪問するとき
の歩行距離を計算すると，いずれの訪問方法でも c に一致
する．

上記の主張より，以降では γ がある程度小さい値をとる

図 3: 2施設配置に関する変数の設定

場合について，最適施設配置を考察していけば十分という
ことになる．いま，図 3 のように，配置する施設の座標を

F1 = (x1, y1), F2 = (L− x2,M − y2)

とし， 4 つの変数をまとめて x = (x1, x2, y1, y2) と表記
することとする．x1, y1 は座標平面における点 (0, 0) を基
準として x, y の増加する方向が正であるのに対し，x2, y2

は点 (L.M) を基準として x, y の減少する方向が正である
ことに留意してほしい．また，大小関係として

x1 + x2 ≤ L, y1 + y2 ≤ M

を仮定して差し支えない．これにより，F1 の x, y 座標が
それぞれ F2 の x, y 座標以下であるという位置関係のもと
で，2 施設を配置する状況を考えることができる．
そして，2 施設を対角線上の頂点とした，各辺が R の辺

のいずれかと平行な辺をもつ長方形を Rfacility とし，この
長方形の周長を sfacility(x) で表す．図 3 より，以下のよう
に計算できる：

sfacility(x) = 2(L− x1 − x2 +M − y1 − y2). (10)

以上のもとで，位置 (u, v) ∈ R の住民が 2 施設を個別
訪問・周回訪問するときの歩行距離 r(u, v;x)を計算するこ
とができる．位置 (u, v) と矩形 Rfacility との「離れ具合」
を表す指標として，関数 dx(u), dy(v) を

dx(u) =
|u− x1|+ |u− L+ x2| − (L− x1 − x2)

2
,

dy(v) =
|v − y1|+ |v −M + y2| − (M − y1 − y2)

2
,

と定義すれば，個別訪問の場合は

r(u, v;x) = k(sfacility(x) + 4dx(u) + 4dy(v)), (11)

周回訪問の場合は

r(u, v;x) = k(sfacility(x) + 2dx(u) + 2dy(v)) (12)

と求めることができる．最適化に関しては，目的関数 (3)を
最小化する x1, x2, y1, y2 を求める．なお，2施設配置の場
合における目的関数は max, min 関数を用いた形で明示的
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に整理することができるが，紙面の都合上，本稿ではその
表示を割愛する．
3.2.2　結果と考察
個別訪問と周回訪問のそれぞれに対し，k = 1.00 と固定

したもとで目標歩行距離 c を 0.0 から 7.2 まで 0.1 刻みで
動かし，各場合の最適 2 施設配置を図 4 に例示した．2施
設について，[0, L/2] × [0,M/2] に属している方を赤の丸
い点で，[L/2, L]× [M/2,M ] に属しているものを青の四角
い点で示している．また，各場合における最適な 2 施設の
ペアは矩形都市中心 C0 に関して対称なものが組になって
いる．例えば個別訪問の場合，γ の値と 2 施設配置の特徴
は次のようになる：

• γ = 0.0, 0.1, . . . , 1.6 の場合：2 施設をともに矩形都
市中心 C0 に一致させることが最適となる．

• γ = 1.7, 1.8, 1.9, 2.0 の場合：2 施設を，矩形都市
中心 C0 を対称の中心として直線 y = M/2 上のある
2点に配置することが最適となる．

• γ = 2.1, 2.2, . . . , 7.2 の場合：2 施設を，矩形都市中
心 C0 を対称の中心として斜めに配置することが最適
となる．

個別訪問・周回訪問に依らず，各 γ における最適 2 施設
には点 C0 を対称の中心とした回転対称性が確認できる．
先行研究の栗田 11) では直線距離に基づき，住民の移動

が個別訪問あるいは周回訪問である場合を想定した複数施
設配置の解が数値的に示されている．論文に記載されてい
る計算例としては k = 1 の場合であった．これによると，
いずれの訪問方法を想定した場合であっても，また，目標
となる歩行距離 c が 2 ～ 7 km のいずれであったとして
も，その最適解は「点型 2 施設を矩形都市中心 C0 に集約
する」「点型 2 施設を線分 y = M/2 上のある 2 点に配置
する（都市の外部でもよい）」のいずれかであり，点対称性
を維持して斜めに配置するということは起こっていない．こ
の点は，直線距離に基づいた先行研究 11) のモデルと明確
に異なっている．

4. b の値が一律でないモデル
第 2.1 節において，考察対象施設以外への日常的な徒歩

移動 b は年齢や居住位置，社会的属性により，住民の間で
差異の生じうることについて言及した．本節では，考察対
象施設以外への移動距離 b が住民の居住位置のみに依存し
て変化すると仮定したもとでの施設配置を考える．具体的
には，矩形都市中心 C0(L/2,M/2) に 1 つの駅が存在し，
すべての住民が日常的に頻度 k0 でその駅を利用する場合を
想定する．位置 (u, v) の住民と駅の距離 δ0 は

δ0(u, v) = δ
(
u, v;

L

2
,
M

2

)
=
∣∣∣u− L

2

∣∣∣+∣∣∣v − M

2

∣∣∣
と表され，住民の考察対象施設以外への移動が「主要駅へ
の日常的な移動 2k0δ0(u, v)」と「それ以外の移動 b′（本節

(a) 個別訪問の場合

(b) 周回訪問の場合

図 4: 各パターンの例示

ではこの値が全住民で一律とする）」に大別できると仮定す
れば，b の値は (u, v) に依存し，以下のように表すことが
できる：

b(u, v) = 2k0δ0(u, v) + b′. (13)

ここで b′ は，住民の駅以外への日常的な移動を表す定数
値である．第 2.1 節において論じた通り，考察対象施設へ
の目標歩行距離 c は生命維持のために達成されるべき歩行
距離 a から考察対象施設以外への移動によって達成される
歩行距離 b(u, v) を差し引いたものとして定義されるから，
本節では目標歩行距離 c が u, v に依存するものとして定め
られる．以降，この事実を反映するために c(u, v) と表記す
ることにする．このとき，歩行距離に関する理想と実際の
乖離は

c(u, v)− r(u, v;x) = (a− b′)− 2k0δ0(u, v)− r(u, v;x)

(14)

と表すことができる．これは「目標歩行距離を c′ = a−b′

と見立てたときの，位置 (u, v) に居住する住民が考察対象
施設への移動と主要駅への移動により達成される歩行距離
と目標歩行距離の差」に他ならない．つまり，本節の最適
化問題は前節の内容を基礎とすれば，見通しよく解くこと
ができる．
4.1　 1本の線的施設の配置
4.1.1　概要
本節では前節までとは打って変わって，長さ α の線分施
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図 5: 線的施設配置（1施設）

設を，その中点が矩形都市中心 C0 に一致するように直線
y = M/2 上に配置するモデルを考察する．線的施設はすべ
て矩形都市領域内におさめるように配置するものとして，す
なわち 0 ≤ α ≤ L として考えるものとする．これから考え
る問題を実社会の状況に換言すると，「矩形都市内のメイン
となる駅を中心にして商店街を設けるとき，日常的な駅や
商店街への歩行によって，なるべく多くの住民が必要な歩
行距離を確保できるようにするためには，どれほどの長さ
の商店街を配置すればよいだろうか？」という実践的な問
いになる．
住民が線的施設を訪問する頻度を k と表すことにする．

駅を挟んで両側に伸びる商店街では，それぞれの側に薬局
や書店等が存在する場合が散見される．こうした状況では，
いずれか片側のみの歩行によって買い物目的を達成できる
場合も多い．このことを踏まえて，本モデルでは住民の選択
する経路として，(1)線的施設をすべて歩き切る場合，(2)

線的施設を半分だけしか歩かない場合の 2 通りを想定する．
特に，矩形都市中心 C0 で離脱するまたは矩形都市中心 C0

を線的施設の利用開始点とすることにより線的施設を半分
しか利用しない確率を離脱率と呼称することにし，全住民
は λ の確率で後者を選択するものとする．なお，後者を利
用する場合，u ≤ L/2 に属する住民は，領域 x ≤ L/2 に
含まれている長さ α/2 の線的施設を，u ≥ L/2 に属する住
民は，領域 x ≥ L/2 に含まれている長さ α/2 の線的施設
をそれぞれ利用するものとする．また，位置 (u, v) の住民
の歩行距離 r(u, v;α) については，2つの経路による 1日あ
たりに達成することのできる歩行距離の期待値を採用する
こととし，これを式 (14) に代入したうえで，目的関数 (3)

による最適化をおこなうこととした．
4.1.2　結果と考察

L = 2.0 km, M = 1.6 km, k = 1 としたうえで，
λ と最適線的施設長の関係についての数値的結果を示す．
c′ = 4.0, 5.0 km ，k0 を 0.25 から 1.50 まで 0.25 刻み
で固定した下で，λ を 0 から 1 まで 0.05 刻みで変化させ
た．各場合の最適線的施設長を縦軸にプロットしたものを
図 6 として記載する．

(a) c′ = 4

(b) c′ = 5

図 6: λ の値と最適線的施設長の関係

はじめに，図 6(a), 6(b) のいずれにおいても，k0 が小
さくなるほど最適線的施設長は増加する．k0 が小さければ
日常生活における徒歩移動が少なくなるから，必然的に線
的施設を長くとることで住民の徒歩移動距離を保たなけれ
ばならないことがモデルに反映された結果となった．また，
図 6(a) の k0 = 1.25, 1.50 の場合において，c′ の値がある
一定値を下回ると，α = 0，つまり線分型ではなく点型の施
設を配置することが望ましいという結果が出力される．達
成すべき目標歩行距離が小さい状況，および，目標歩行距
離がある程度の値に設定されていたとしても住民が離脱な
く線的施設を歩く状況においては，線分型の施設を設けて
しまうとかえって住民を歩かせすぎてしまうため，その状
況を抑えるためにはじめから点型の施設（多くの店舗を含
むビルに相当）とすることが最適になると考えられる．
4.2　 2本の線的施設の配置
4.2.1　概要
先ほどの線分型 1 施設に加え，さらに長さ β の線的施設

を，中点と矩形都市中心 C0 を合わせて直線 x = L/2 上に
配置する状況（図 7）を考える．ここでも線的施設はすべて
矩形都市領域内におさめるものとして，すなわち 0 ≤ α ≤ L

かつ 0 ≤ β ≤ M として考えるものとする．また，先ほど
までの制約に追加して，2本の線的施設の長さの合計 α+β

に上限 s を設ける．これは商店街設計の予算制約に相当す
る．さらに，本研究のモデルにおいては，住民が線的施設
を横切って移動することは不可能であるものとする．また，
住民の選択する経路としては以下の 4 通りを想定する：
(a) いずれの線的施設もすべて歩き切る場合，
(b) 長さ α の線的施設のみをすべて歩き切る場合，
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図 7: 線分型 2 施設の配置

(c) 長さ β の線的施設のみをすべて歩き切る場合，
(d) どちらの線的施設も半分だけ歩く場合．
各経路の選択確率について，本節では住民が商店街のよ

うな線的施設へ高々 1 日あたり 1 回であると仮定し，施設
への訪問頻度から経路選択確率を次のように算出すること
とする．いま，住民が長さ α, β の線的施設を訪問する頻度
をそれぞれ kα, kβ と表すことにする．先に列挙した 4 つ
めの経路の選択が「両方の施設を利用すると心に決めたう
えで出向いたものの，1 つめの線的施設をすべて歩き切らず
に矩形都市中心 C0 で離脱してしまった」場合のみになさ
れるとした場合，離脱率を全住民一律で λ とすれば，上記
の 4 種類の経路を選択する確率は経路 1,2,3,4 の順で次の
ように記述できる：

(1−λ)kαkβ , kα(1−kβ), (1−kα)kβ , λkαkβ . (15)

以上より，位置 (u, v) の住民が 1日当たりに達成する歩行
距離の期待値 r(u, v;α, β)を算出することができるので，こ
れをもとに目的関数 (3) の最適化をおこなった．
4.2.2　結果と考察

L = 2.0 km, M = 1.6 km, kα = kβ = 0.8 としたうえ
で，λ と最適線的施設長の関係についての数値的結果を例
示する．c′ を 4.0, 5.0 と固定したのち，2 つの線的施設の
長さ合計の上限 s を 0.0 から 3.6 (= L+M) まで 0.1 刻
みで変化させ，それぞれの場合の最適な (α∗, β∗) の値を算
出し，それらを座標平面上にまとめた（図 8）．
図 8 からは，線的施設の合計長さ上限 s が 0.0 から増

加するにつれて縦方向のみに線的施設を伸ばしていくよう
な解になる．しかし，s の値がある程度大きくなると一変
し，今度は横方向のみに線的施設を伸ばして配置することが
最適であると出力される．また，上限 s の制約が緩くなっ
たとしても，必ずしも縦横ともに矩形都市いっぱいに線的
施設を伸ばすことが最適になるわけではなく，ある一定の
(α∗, β∗) の組に収斂することがわかる．

(a) c′ = 4

(b) c′ = 5

図 8: 最適線的施設長の組の図示

5.　 2施設配置の有効性に関する示唆
最後に，これまでの結果を総括し，b が一律である場合

の点型施設配置（単数・複数）における目標歩行距離 c と
目的関数値の関係，および b が住民の位置に依存する場合
の商店街の施設配置（1本・2本）における目標歩行距離 c′

と目的関数値の関係についてプロットした（図 9 ）．特に
図 9 (a) は第 3.1 節および第 3.2 節における最適化に対し，
c の値と目的関数値の関係をプロットしたものである．本図
からは，目標歩行距離が十分大きい場合において，同種の施
設を単数設置するよりも 2つ設置した場合の方が目的関数
値 c および c′ を低減させることができていることが読み取
れる．ここから，目標達成型の定式化では 2施設配置が有
効に働く可能性が期待できる．例えば，(u, v) に位置する住
民が点型 2 施設を訪問する際に（訪問方法は問わない）歩
行する距離を δF1,F2

(u, v;x) と表記することにすれば，

r(u, v;x) = k · δF1,F2(u, v;x)

となることに注意して，次のように整理できる：

f(x) = k2
(
(γ−E[δF1,F2(u, v;x)])

2+V [δF1,F2(u, v;x)]
)
.

ただし，E[δF1,F2
(u, v;x)], V [δF1,F2

(u, v;x)]はある施設配
置時の下で算出される矩形都市領域内の住民の移動距離の
期待値に関する平均値および分散である．これより，目的
関数値を最小化するためには，「矩形都市全体において，住
民が 2 施設を訪問した際に歩行する距離に関する平均値を
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(a) 点型施設を配置する場合

(b) 線的施設を配置する場合

図 9: 目標歩行距離と最適配置時の目的関数値の関係

図 10: 各配置における Rfacility の導入

なるべく γ に近づけること」および「矩形都市全体におい
て，住民が 2 施設を訪問した際に歩行する距離の期待値に
関する分散を抑制すること」の 2 点が重要となる．
一方で，同種の 2施設を配置することで，R 内には，図

10 のような 2施設によってなされる矩形領域 Rfacility が
生じ，その矩形領域内の住民の移動距離の期待値を一定値
に揃えることができる．数学的な厳密性をもって論じられ
たわけではないが，揃えられた一定値が γ に近接している，
および Rfacility がある程度の広さもって存在していれば，2

施設配置は上記 2 点を満たすことに大きく寄与することに
なる．この性質は単一の施設を配置するだけでは期待でき
ないものである上，直線距離に基づいたモデルにおいては
成り立たないものである．面的な範囲の住民の歩行距離の
期待値を点的・線的な施設配置によって調整できるという
ことは，効率的な施設配置の観点において一考に値する．

6. 今後の展望
本研究では，都市住民が一定の歩行距離を確保できるよ

うにするための施設配置モデルのうち，先行研究では取り
扱われていなかった直交距離に基づく数理モデルに関する
研究を進め，目標歩行距離達成型の最適化問題の定式化お
よび得られた最適施設配置の分析とその性質に関する考察
をおこなった．本モデルは住民の健康を第一義として定式
化を進めたが，都市設計者の視点も取り入れた多目的最適
化にも発展させていきたい．
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